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－その９－特集：介護保険
介護保険法改正案が５月１０日、衆議院で可決し、現在参議院にて審議中である。改正の柱となるのは新たな介護

予防システムの確立である。

要支援などの軽度者への給付内容、介護予防の観点から見直した「新予防給付」の創設、要支援へ陥る恐れのある

高齢者を対象とした「地域支援事業」の創設などが主な改正内容となっている。

前回の特集（ ）では改正全体の概要及び時期等について紹介したが、今回は各項目の内容医療情報室レポートNo81

から懸念される問題点などについてまとめてみた。

衆議院における修正

新たなサービス体系の確立

★地域包括支援センターの役割

、 、○公正・中立な立場から 地域における、 ①総合相談・支援 ②介護予防マネジメント
③包括的・継続的マネジメント 「地域包括支援センター」を担う中核機関として、
が創設される。

（予防給付の 「対象者の決定について、介護認定審査会において、現行の要介護☆ ）
状態区分の審査に加え、高齢者の「状態の維持・改善可能性」の観点を踏まえた

その結果を踏まえ、市町村が決定する。」明確な基準に基づく審査を行い、

懸念される点

○ 利用者への適切な対応、利用者数への対応

○ （行政の）財政状況に基づいて、サービス項目・内容・
利用頻度など制限されないか？

○ 介護認定審査会の独自性 等

★法案修正内容

① 地域支援事業における「権利擁護事業」を市町村の必須事業とする。
→ 高齢者の虐待防止など

② 予防給付と地域支援事業について、施行後、３年を目処に費用対効果等の観点から検討を行い、
必要な措置を講じる。

※被保険者・受給者の拡大については 「２００６年度末までに結論を得られるよう検討の場を新たに設け、、
範囲拡大も含めて検討を行う」ことを附帯決議に規定するに留まっている。
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※統計は厚労省介護保険事業状況報告
(暫定) 17年1月数よりH

今回の改正案では地域包括支援センターにおいて、
要支援者の予防給付内容が決定されることから、
介護保険対象者の約５０％を占める利用者を行政が
管理することになる。
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予防重視型システムへの転換

★新予防給付の創設

○要介護状態などの軽減、悪化防止に効果的な軽度対象者を新たな予防給付を創設。

生活機能の維持・向上の観点から内容・提供方法・提供機関などを見直し既存サービス á
（訪問介護、通所介護、通所リハ、福祉用具貸与、訪問看護 等）

効果が的確なサービスについてモデル事業などを踏まえ導入新サービス á
（筋力向上、栄養改善、口腔機能向上 等）

施設給付の見直し

★居住費・食費の見直し

○介護保険３施設(ｼｮｰﾄｽﾃｲ含む)において
居住費・食費が平成１７年１０月より

となる。保険給付対象外

○低所得者への配慮として、負担軽減を
図る観点から新たな補足的給付が創設
される。

指定取消事業者の増加

○介護保険制度には制度開始当初から営利法人の参入が認められて
いるが、指定取消の内、６割超を営利法人が占めている。

不採算部門からの撤退や患者の選別、機能低下を助長するような
利益の追求が介護保険制度財政を圧迫過剰なサービス提供等、

する要因となっている。

＜医療情報室の目＞
★介護保険制度改正の目的
介護保険制度は、制度開始当初から要介護認定者数及び保険給付の総費用が二倍近くに膨らんでおり、財政は非常に厳

しい状況にある。このような状況を踏まえた上で今回の改正案は、財政的見地に基づいた内容であることは否めない。
改正内容には懸念される点は多く残されている。今回特集で指摘した以外にも、保険によるヘルパーの家事援助が打ち

切られること（衆院の答弁の中で厚労省は家事援助の一律打ち切りは否定）や、先送りされた保険料徴収年齢の引き下げ
の問題が残されている。
しかし、何よりも不安を最も感じるのは利用者であろう。制度改正が財政の為であってはならない。本当に介護を必要

とする利用者が不利にならないような制度の運用が大切である。
現在、参議院にて法案は審議中であるが、利用者の不安を解消するよう更なる議論を要望したい。

★この医療情報室レポートは、福岡市医師会インターネットホームページで閲覧・情報取得が可能です。

http://www city fukuoka med or jp/jouhousitsu/report html次のアドレスによりアクセスして下さい。 . . . . . .

※ご質問や何かお知りになりたい情報（テーマ）がありましたら医療情報室までお知らせ下さい。

(事務局担当 立石 852 1501 852 1510)5 - FAX -
担当理事 津 田 泰 夫(広報担当)・入 江 尚(情報担当)・大 木 實(渉外担当)・原 村 耕 治(地域ケア担当)
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施設入所者の利用者負担の変化（特養の場合）
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※( )内はﾕﾆｯﾄ型個室の場合

保険外に

(参考)標準的なケース

懸念される点

○ 要介護者が機能訓練を希望するのか

○ 予防効果の検証はどこで行うか

○ 予防給付内容の審査

○ （機能訓練の）指導者の確保

○ 機器導入に関する事業者への負担増

○ 機能訓練における民間企業の参入
→ 過当な競争による事故発生などの危険

等

厚生労働省による介護予防モデル事業の中間報告○
(H17/4/19)によれば、筋力トレーニングを行った要支援、

、 、 （ ） 、 （ ）要介護１ ２の449人中 385人 86% が継続 64人 14%
が中断。

385人中、身体機能の改善61.9%、維持10.1%、悪化28.0%で
あった。

また、筋力トレーニング後、要介護度改善は43.9%、悪化
は16.3%であった。

低所得者対象外となる第４段階の年金☆
受給者には、月３万円の負担増。
更に、算定値は標準的な場合のため、
施設によっては更に増える可能性も
ある。

H12 H13 H14 H15 H16 合　計

営利法人 3 9 30 47 13 102
特定非営利活動法人 - 3 3 7 1 14
医療法人 3 3 4 7 3 20
社会福祉法人 - 4 5 7 1 17
地方公共団体 - - - 1 1 2
その他 1 1 2 3 1 8
合　　計 7 20 44 72 20 162

事業者取消状況

※複数年度で取消を受けている事業所がいるため合計において
一致しない。厚労省資料より作成。（H16年7月末現在）


